
※主な新規・拡充項目については、主なものであるため、事業費総額と合計が合わないことがあります。

令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

査定内容 査定の詳細

企画総務課
区政策会議運営事業（堺
区）

4,356 4,356 区政策会議運営経費等 4,356 4,356 要求通り － 1

企画総務課 堺区防災総合推進事業 1,000 1,000 先進市視察調査等 1,000 1,000 要求通り － 3

備品購入費 39,948 20,000 内容を精査 数量の精査

レイアウト改修等その他委託 15,862 12,554 積算を精査 単価の精査

自治推進課 地域安全推進事業（堺区） 19,281 16,604 防犯カメラ設置補助金の拡充 4,251 2,450 内容を精査 実施手法の精査 7

自治推進課 地域会館整備事業（堺区） 16,000 10,000 補助金限度額の増額 16,000 10,000 内容を精査 実施手法の精査 9

堺保健福祉
総合センター

堺保健センター
堺保健センター庁舎整備
事業

638,111 638,111
堺保健センターの整備及び
移転等 638,111 638,111 要求通り － 11

企画総務課
堺区「みらい型窓口」創造
事業

58,339 35,083 5

主な新規・拡充項目部名称 課名称 事業名称

新規・拡充事業一覧

頁

事業費総額 主な新規・拡充項目



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

　 　

・区政策会議の運営（R3.6.1
～）
・区民評議会の廃止（R3.6.1）

　R　～　R

調査・資料作成等

会場使用料

450

2,219

450

2,612

36

議事録作成費用

合計 3,893 4,356

関連事業：　

その他　特記事項

・区民評議会に代わる「新し
い制度」を検討
・堺市区政策会議に関する
条例を上程

・区政策会議の運営

スケジュール（経過及び今後展開）

36

27

16

9 9

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 堺区企画総務課

4,356

令和2年度予算額

763

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,893
事業名 区政策会議運営事業（堺区）（新規）

報酬

消耗品費

事業

概要

　区民の行政への参加・参画を促し、地域の実情や特性に応
じた政策形成を進め、特色ある区行政の実現を図るため、区
域内で実施する主要な施策等について、区民等から意見を
聴取する区政策会議を開催する。

　区における施策、事業等に係る総合的な計画の策定及び
改定に関する事項や、区域内で実施する主要な施策、事業
等の方向性、方針及び評価等に関する事項などについて、
区民等から意見を聴取する。

　区政策会議の円滑な運営に要する経費を要求。

筆耕翻訳料

会場借上料

活動支援経費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

1

債務負担行為
要求額（千円）

通信運搬費

報償費

旅費

674

69

コピー用紙等

資料発送料

委員謝礼・外部有識者謝礼

管内出張旅費等27

0

1,599

16



区役所

市
長
・
執
行
機
関

（

各

部

局

）

【役割】

区域内で実施する施策等につ

いて、地域の実情や課題を共

有し、地域性と専門性の視点

により、情報交換や議論を行

い意見する

【構成員等】

■総数 10～30人以内

■期間 ２年以内

■構成員

・公益的な活動を行う者

・学識経験者

・公募に応じた者等

区政策会議（懇話会）

参加
参画

区

民

議 会 審議・議決

区ごとの実情及び特性に
応じた政策形成を進め、
特色ある区行政を実現

提案

特別構成員
(学識経験者等)

専門的
な意見

配慮

※1

※2

※1：懇話会形式とし、弾力的な運用が可能

※2：構成員数の上限を引き上げる

※3：構成員から幅広い意見を聴取できる

※4：区長が主体となり運営・措置を行う

※5：執行機関にも配慮する努力義務を規定

※5

意
見

新規・見直し項目！

！

！

！

※4！

措置
（依頼）

※3！

区 長

聴取した意見を
勘案・措置
（自ら実施）

開催

区政策会議の概要

2



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

3

基本計画
　施策番号

5-(1) 　 　

堺区防災総合推進チームの
設置（モデル区役所）
モデル実施する取組み内容
の詳細を検討

　R　～　R

@50×3項目×2市×2人

合計 0 1,000

関連事業：

その他　特記事項

防災機能の強化策について
検討

堺区防災総合推進室及び
堺区地域防災テラスの開
設
モデル事業の実施

スケジュール（経過及び今後展開）

0

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 堺区役所企画総務課

1,000

令和2年度予算額

0

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

0
事業名 堺区防災総合推進事業

先進市視察調査等

事業

概要

　SDGsにおける「誰一人取り残さないまち」の実現のため、
行政と地域・企業等の防災体制のウィークポイントを分析し、
防災・減災活動の"隙間"や"重複"を総合調整することで、
真に"切れ目のない"防災体制の構築をめざす。

　区役所機能強化（モデル区役所）として「防災機能の強化」
に取組む。
　令和3年度は、「堺区防災総合推進チーム」を設置し、令和4
年度新設予定の「（仮称）堺区防災総合推進室」「（仮称）堺
区地域防災テラス」でモデル実施する取組み内容の詳細を
検討する。

堺区防災総合推進チームによる調査研究経費を要求

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

区民意識サンプリング調査等

事務経費

0

0 調査経費

消耗品等100

600

300



令和3年度モデル区役所「堺区防災総合推進事業」 ～新しい災害対応のかたち～

≪想定している主な取組み内容≫ ＊R3年度は、チームにおいて想定取組み内容を精査し詳細を検討

①日頃から区民が主体的に防災・減災を支える ～防災を非日常から日常へ～

・防災サポーター（企業、事業所、店舗等）登録制度の導入を検討し、昼間人口や観光客等を支援

・校区の自主防災リーダー定期連絡会議の運営（各校区の課題共有）

・指定避難所以外の自発的な避難所の位置情報がわかるシステムの導入を検討

②多様な避難形態を支援 ～Withコロナ時代の避難所運営～

・住宅避難届け出制度の導入を検討し、災害時の住宅避難者の状況を事前に把握

・小・中学生を対象とした防災ワークショップや防災キャンプを定期的に開催

③体験型防災訓練を促進し、将来の担い手を育成 ～持続可能な防災体制の構築～

・高校生や大学生が小学生へ防災について教えることで、自分たちも学べるプログラムの作成

・単身高齢者、災害時要支援者の避難行動想定や安否確認の具体的手法について検討

≪堺区で防災機能を強化する必要性≫

・地元自主防災組織等と防災サポーターとのマッチング

・新設予定の（仮称）堺区地域防災テラスの運営＊防災活動に携わる区民等が集い学べるテラス

①多くの企業や官公庁などが集積しており、昼間人口が夜間人口より2万3千人以上多い。

②仁徳天皇陵古墳をはじめ歴史的・文化的資源が豊富なため、観光客が多数滞在している。特に世界

遺産登録以降の大仙公園エリアでは、前年とくらべ来訪者が2～3倍（コロナ前）になっている。

③単身高齢者が全区で一番多く避難行動支援や安否確認手法のさらなる強化が必要。

帰宅困難者対策

指定外
避難所対策

重点実施

＊R1.7月~10月 拝所前土日祝来訪者：約400人/日→約1,200人/日

＊H27国勢調査：昼間人口171,625人 夜間人口148,205人 H27以降も臨海部へ物流拠点等の立地が進んでいる。

＊R2.3月末現在：15,415人

堺区防災総合推進チームの設置そこで

4



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

5

基本計画
　施策番号

4-(1) 　 　

保険年金課の移転、及び市
民課エリアのリノベーション
申請書作成支援機などの継
続運用

　R　～　R

プロポーザル外部委員報酬

申請書作成支援機　等

待合椅子・カウンター・机・椅子　等

16,356

1,140

0

1,668

1,560

移転整備支援、システム移転　等

合計 3,834 58,339

関連事業：

その他　特記事項

窓口待ち人数等WEB表示シ
ステムの導入
申請書作成支援機の導入
多言語翻訳機の導入　等

申請書作成支援機などの
継続運用
ICTを活用したさらなる窓
口改善を検討・実施

スケジュール（経過及び今後展開）

39,948

150

50

200

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 堺区役所 企画総務課

58,339

令和2年度予算額

1,252

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,834
事業名 堺区「みらい型窓口」創造事業

報酬

印刷製本

事業

概要

　「地域の総合行政サービス拠点」として、区役所の窓口機能
を強化し、さらなる市民サービスの向上を図る。

　本館3階の保険年金課を1階市民課エリアに移転させ、新型
コロナウイルス対策を充実させるなど窓口のリノベーションを
実施し、市民・職員双方にとって安全性・利便性の高い「みら
い型窓口」を創造する。
　また、申請書作成支援機や多言語翻訳機など、令和2年度
までに導入した機器等を継続して運用する。

保険年金課の移転、及び市民課エリアのリノベーションに係
る経費を要求
申請書作成支援機などの継続運用に係る経費を要求

各種委託料

備品購入費

使用料及び賃借料

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

役務費

先進市視察旅費等

消耗品

0

206

遺族のための手続きハンドブック増刷

Wifi、simカード　等 

東京、福岡　等
申請書作成支援機インクカートリッジ等240

62

300

225

68



堺区役所窓口リノベーション～With/Afterコロナで変わる堺区！～

職員の働き方
が変わる！

来庁者の利便性
が変わる！

・市民課（1階）と保険年金課（3階）が離れた場所（堺区と美原区のみ）にあり、転入者など両課で手続きが必要な方

（年間6千件以上）を中心にご不便をおかけしている。

・固定されたカウンターや不揃いの机、収納庫等が業務スペースや動線を圧迫し、柔軟にレイアウト変更ができず

業務効率が悪くなっている。

・窓口のアンケート調査において「応対の仕方」「接遇の態度」「身だしなみ」「説明の仕方」に比べ「窓口の印象」の
評価が低く、来庁者からも抜本的な窓口の改善が望まれている。

③ ユニバーサルデザインでわかりやすく便利な窓口の検討

→引っ越し、結婚などライフイベントの窓口名称へ
→高齢者や障害者など、誰にでも利用しやすく簡単に清掃可能
（コロナ対策）な待合椅子等を採用

①「来庁者が移動する」から「職員が移動する」窓口の検討
→転入手続きなど両課で手続きが必要な方は、市民課の手続き

後にそのまま保険年金課の手続きが可能

・プライバシーに配慮したカウンターが少なく、窓口サインもわかりにくい。

② 来庁目的に応じたやさしい窓口
→相談に来られた来庁者にはプライバシーが確保された

パーティション付窓口で安心して相談、時間のかから
ない手続きでは立ちカウンターで素早く処理

④ フレキシブルで待たせない窓口
→繁忙期には簡単に窓口数が増やせるフレキシブル

なカウンターを採用し、来庁者を待たせず密を回避

【保険年金課を1階市民課エリアへ移転】

現
状

② 機能的で効率的な執務空間

→省スペースデスクやデスクエンドを活用するだけでなく

フリーアドレスの導入を検討するなど、職員の密の回避と
動線を確保

→業務の繁閑や一時的な業務によるレイアウト変更
にも容易に対応可能な備品を採用

① 来庁者の利便性と職員の働きやすさの向上

→最新の備品を効果的に活用するなど業務の流れ工夫すること
で、来庁者の利便性と職員の働きやすさを向上

さらに
・郵送申請や電子申請のさらなる活用

・窓口の来庁予約・手数料のキャッシュレス化
なども検討

通常時 繁忙期

窓口の印象
が変わる！

① 堺をイメージした窓口空間を検討
→堺をイメージしたデザインで統一感を持たせた明るい
窓口を検討

【市民課】 【保険年金課】

【窓口イメージ】

立ちカウンター

パーティション付窓口転入等手続き窓口

市民課手続き後は保険年金課
職員が移動

6



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：地域安全推進事業（本庁）、自治会活動推進事業（本庁・各区）
犯罪被害者等支援事業

7

基本計画
　施策番号

5-(5) 　 　

300

833

1,500

その他　

合計 13,748 19,281

その他　特記事項

平成21年、堺市安全・安心・快適な市民協働
のまちづくり条例施行。
令和2年度、警察署と連携・協議のうえ、防
犯カメラの戦略的な整備を推進。
各種防犯事業について、継続的な取組を実
施。

引き続き、地域や警察と
連携しながら、防犯カメラ
等の整備を推進する。

スケジュール（経過及び今後展開）

引き続き、警察署と連携・協議のうえ、防犯
カメラの戦略的な整備を推進する。また、防
犯カメラ設置補助金について、初期導入時
の上限額を見直し、機器取替等に要する経
費の補助を拡充。

1,937

4,565

750

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

300

833

1,500

363 475

： 堺区役所　自治推進課

19,281

令和2年度予算額

　R　～　R

11,570

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

13,748
事業名 地域安全推進事業（堺区）

戦略的公設防犯カメラリース料

防犯灯設置事業補助金

事業

概要

地域が行う防犯灯・防犯カメラ設置をはじめとする自主防犯
活動に対する支援を通じて、安全な都市環境の充実や、防
犯意識の高揚を図り、市民、事業者、警察と市が協働して、
犯罪のない安心して暮らせる良好な地域社会の実現をめざ
す。

○防犯環境の整備
・校区自治連合会等に対し、防犯灯や防犯カメラ設置費用の一部を補助す
る。
・犯罪発生状況や区域の実情、既設の防犯カメラの設置状況等を考慮しなが
ら、警察署と連携・協議のうえ、公設防犯カメラを戦略的に整備する。
○自主防犯活動への支援
・市内で活動する防犯協議会への事業補助を行う。
・自主防犯パトロール団体の活動を支援するため、防犯資機材等の支給や
青色防犯パトロール活動費用の一部補助等を行う。
○広報啓発活動
・広報紙やホームページ等での各種防犯情報の発信、警察や関係団体との
連携による防犯キャンペーン等を実施する。

○地域が設置する防犯カメラについて、更新時期に達しているもの
に対し、制度の見直しを行う。主な見直し内容としては、設置時（初
期導入時）の上限額を35万円から30万円に下げ、地域の負担感が
大きい機器取替に要する経費の補助（90％、上限30万円）を拡充
し、機器の更新を促す。
○公設防犯カメラの戦略的な整備について、3か年事業の2年目と
なる。令和2年度に引き続き、警察と本市が連携・協議しながら、年
次的に公設防犯カメラの整備を推進する。

青色防犯パトロール車両修繕補助

公共防犯カメラ設置事業【小学校カメラ】関連経費

公共防犯カメラ設置事業【中学校カメラ】関連経費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

青色防犯パトロール活動補助金

防犯カメラ設置補助金

防犯事業補助金

0

3,500

1,937

4,670

4,251

4,565

750



 

◆現状 

○市内の防犯カメラは、令和元年度末現在、地域による設置が 1,418 台、市による設置が 887 台であり、計 2,305

台が設置されている。令和 2 年度から市が進める公設防犯カメラの戦略的な整備は、地域による防犯カメラの設置に

加え、既設カメラの設置台数や設置箇所等を踏まえ、必要となる箇所に設置していくものである。 

○公設防犯カメラの戦略的な整備を進めるためには、地域による既設の防犯カメラが維持されていることが前提となる中、

現在、地域が設置した防犯カメラは経年劣化により更新時期に達しており、今後更新が必要となるカメラの増加が見

込まれている。また、警察からの画像確認依頼の対応といった、設置した防犯カメラの維持管理に係る負担も大きくな

っている。 

 

 

 

地域が設置する防犯カメラにおいて、更新費用や運用に関する負担が大きくなっていることから、維持管理に係

る負担軽減に取り組み、地域による防犯カメラ設置を促進する。 

 

◆改正内容について 

(A) 1 校区あたり 10 台までの補助上限額の引き下げ 

・他市における補助状況や実勢価格を踏まえ、補助上限額を調整する。 

(B)取替に係る補助の導入 

・補助の対象を故障による取替としていたものを、設置後 9 年を経過したものを取替の対象とする。 

(C)機器メーカー保証期間延長料金に対する補助の導入 

・新規及び取替設置に際して、機器メーカー保証期間の延長に係る費用を下記の通り補助対象とする。 

   
 

 変更前（現行） 変更後（改正案） 

① 

（A） 

1校区あたり 10台まで 

設置経費の 90％、上限 35万円 

1 校区あたり 10 台まで 

設置経費の 90％、上限 30 万円 

② 
11台以降 

設置経費の 50％、上限 20万円 

11 台以降 

設置経費の 50％、上限 20 万円 

③ 

（B） 

耐用年数の経過及び故障による取替 

設置経費の 50％、上限 20万円 

設置後９年を経過 

設置経費の 90％、上限 30 万円 

④ 

（C） 
― 

機器メーカー保証期間延長料金 

①③の場合 延長料金の 90％ 上限 2.7 万円 

②の場合 延長料金の 50％ 上限 1.5 万円 

 
 

◆防犯カメラ設置補助制度の変遷 

平成 21 年度 平成 26 年度 平成 28 年度 

●設置補助制定 
・補助率：90％ 
・上限額：450,000 円/１台 
・校区自治連合会対象 
（設置累計 10 台までを対象） 

●補助上限額変更 

・上限額：1台につき 350,000 円 

●設置累計 11 台目以降及び、故障取

替を対象に 

・補助率：50％ 

・上限額：1台につき 200,000 円  

 
 

◆予算要求額 
 

防犯カメラ設置補助金における補助率等の改正について 

◎要求総額：46,810 千円 

堺区：4,251 千円 中区：5,559 千円 東区：4,251 千円 西区：9,662 千円 

南区：4,681 千円 北区：5,120 千円 美原区：13,286 千円 

8 



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

大規模改修等に係る制度の
拡充、継続実施

　R　～　R

2校区分

合計 5,000 16,000

関連事業：

その他　特記事項

・昭和55年度整備費補助要綱制定
・平成2年度用地購入要綱制定
・平成10年度大規模改修補助要綱
制定

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

： 堺区役所　自治推進課

16,000

令和2年度予算額

10,000

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

5,000

事業

概要

地域住民の自主的な地域活動を促進するため、小学校区ご
とに地域のコミュニティ活動の拠点施設となる地域会館を整
備することにより、地域住民の文化の向上と福祉の増進を図
る。

〇校区自治連合会が地域会館の新築・建替えを行う場合、
建設工事費に対して補助を実施。
〇校区自治連合会が地域会館の大規模改修を行う場合、改
修工事費に対して補助を実施。
〇用地購入制度において、地域会館単独整備では、200㎡ま
での用地を市が購入し、校区自治連合会に無償貸与する。

長年、建設コストの上昇に対応していない状況であることか
ら、地域の負担軽減を図り、施設の改修を促進するため、大
規模改修補助の上限額等の拡充を図る。

主な要求内容
項目

自治会活動推進事業、地域安全推進事業

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

期間

事業名 地域会館整備事業（堺区）

地域会館大規模改修補助金

事業費（千円）

9

債務負担行為
要求額（千円）

5,000 16,000

基本計画
　施策番号
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地域会館大規模改修補助の補助率及び補助限度額の引き上げについて（拡充） 

 

 

 

 

 

 

 

【対応策】 

地域会館大規模改修補助を次のとおり拡充する。 

 

①補 助 率：１／２⇒２／３に引き上げる。 

②補助上限額：５００万円⇒８００万円に引き上げる。 

【経過と課題】 

地域会館は、地域活動の拠点であるとともに、災害時の避難所にもなるなど公共的な

役割が大きい施設である。 

地域会館大規模改修補助制度は、平成１０年度に創設し、地域会館の維持管理上、必

要と認められる改修工事に対し、補助率１／２、補助上限額５００万円を補助している。 

これまで、平成３１年３月の全国労務費単価が平成２４年度に比べ５１．７％上昇す

るなど建設コストの上昇に対応しておらず、現行の補助内容では、財政基盤が脆弱な校

区自治連合会にとって、施設の改修等への備えが負担となっている。同連合会からも補

助上限額の引き上げに関する要望が寄せられており、施設の改修を促進するため、制度

を見直す必要がある。 

 



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】 工事監理業務委託

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

要求額（千円）

報償費

庁舎建設外工事

8,019

0

H30債務現計化

選定委員報酬

初度調弁備品購入
471,910(H30債務現計化)＋85,993(H31債務現計化)557,903

4,640

68,360

6,708

0

移転整備業務備品購入費

事業名 堺保健センター庁舎整備事業

移転整備業務委託料

事業

概要

堺保健センターを堺区役所（本庁舎）と同じ敷地内に移転さ
せることで、区民の利便性の向上を図る。

新たに庁舎を建設し、堺区の保健センターを移転する。なお、
新市民用駐車場との複合施設として整備を行う。

【施設概要】
鉄骨造、建築面積２，１９６．８６㎡、延床面積１１，７３６．４２
㎡、保健センター棟　地上４階、駐車場棟　地上７階

令和３年度に完成予定である新堺保健センター庁舎の建設
にかかる債務負担予算の現計化。

印刷製本費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

： 堺区役所・堺保健センター

638,111

令和2年度予算額

709,807

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

569,397

合計 569,397 638,111

関連事業： 市民駐車場等整備事業

その他　特記事項

庁舎建設工事継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

移転業務及び産廃処理委託業務

500 図面印刷用

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

11

庁舎建設工事完了
施設内整備後に移転

　R　～　R

500

552,903

7,887

88

基本計画
　施策番号

2-(1) 5-(2) 　 　


